

































































































































































































4 月 1 日に地方分権改革推進委員会（以下、「分権改革推進委員会」と表記。）





































































































































































































































































































官、内閣総理大臣補佐官（地域主権改革担当）に加え、知事 1 名・市長 3















































































































































































した者が 8 名と約半数を占めている 7 。同時に官僚機構も内閣府との密接
な関係が構築されており、「地方自治に関する行政機能」との関連では、
内閣府の地方分権改革推進室等への出向が常態化している。2019年 2 月 7
日現在でも、地方分権改革推進室次長のうち 1 名は総務省官僚が併任する
形で、参事官の半数近い 5 名が総務省からの出向である 8 。地方分権に関
わる問題は、実質的に内閣府との共管領域にある。
　こうした影響からか、個別行政分野に立ち入り各省との協議・調整が必
要な政策については、内閣府の所管行政として展開されている傾向が見ら
れる。例えば、地方分権改革における「提案募集方式」である。分権改革
推進委員会の勧告に基づく事務・権限移譲や義務付け・枠付けの見直し等
の推進はすでに一定の進展をみた、として政府は2014年度から委員会勧告
方式によらず、自治体から改革に関する提案を広く募集する「提案募集」「手
上げ」方式を導入した。提案を受けた内閣府が、実現に向けて関係府省と
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調整を行い、特に重要と考えた提案は有識者会議等で集中的な調査・審議
を経て、実現に向けた検討を進めるという手法である。
　また、2014年に法制化された「連携協約」についても、内閣府に本部が
置かれる地方創生関連施策と結合する形で推進されている。21世紀におけ
る中央政府の「地方自治に関わる行政機能」の特徴として、内閣府と総務
省の間で各省対応と地方対応というすみ分けによる機能分化が図られつつ
ある点が挙げられる。
　 2 つめは、自治体政策に対する事業執行予算が地方交付税と別枠で確保
されるようになったことである。総務省では21世紀の政策課題として「地
域力の創造」を前面に打ち出してきており、事業予算を確保してモデル事
業と位置づけた事業の先行実施を自治体に委託して行うスタイルの政策展
開を図っている。こうした動きは、民主党政権の原口大臣時代に打ち出さ
れた「緑の分権改革」の頃から顕著になってきたが、自治省時代に地方交
付税を主軸に地方自治政策を展開してきた様相とは異なる政策手法で目を
引く。事業予算を獲得し、自治体への配分まで行う姿は伝統的な「制度官
庁」による例外的な展開なのか、あるいは定型化するのか、要観察の動向
である。加えて旧郵政省の情報通信部局との統合効果もあり、ICTに関わ
る事業等が展開されていることも特筆すべき点といえる。
　 3 つめは、自治体に対する関与が拡大している点である。自治体の行財
政運営に対しては、既述の地方行革の推進に加えて、特に夕張ショック（2007
年）以来、財政運営や財務会計に関わる助言と称した関与が拡大する傾向
が顕著である。さらに、民主党政権時代に創設された「地域主権戦略交付
金」（※政権交代後に廃止）や地方創生予算にも見られるように、内閣府
で各省補助金を一括した交付金制度を設け、手を上げた自治体から採択す
るという手法が普遍化してきているが、その中で総務省が自治体に対し助
言や支援を行う体制を整えている。旧自治省時代は組織特性としての「パ
ターナリズム」がしばしば指摘されてきたが、総務省への再編後も地方の「後
見役」としての本領は発揮されているようである。21世紀に「地方自治に
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関する行政機能」を担い始めた総務省は、旧自治省にも増して地方に対す
る存在感を強めているようにも見える。なおこの点については、自治体の
側にも依存体質が存在している面は否定できず、相互依存という別な論点
からの検討が必要となることは言うまでもない。
　最後に言及しておきたいのは、特に近年、総務省が行政の枠を超え、地
域政治の領域ともいうべき、自治体議会のあり方にまで関与を強める傾向
が見られることである。過疎化の進行した高知県大川村による「住民総会」
の問題提起を先取り「町村議会のあり方」を検討した総務省は、自治体議
会の議員構成にまで踏み込んだ内容を提示した。こうした動きは、自治体
の意思決定の自律性を阻害する可能性をも内包しており、今後の中央政府
による地方の統治と地方自治の自律性との均衡を展望する上で、留意すべ
き動向ではないだろうか。地方自治は、地域の民主主義に拠り立つはずで
ある。
1　筆者は、拙稿（2019）において、旧自治省に代表される「地方自治の責任部
局」の地方に対する「代弁・擁護」「監督・統制」機能と各省に対する「牽制・
干渉」機能を特徴的なものとして着目し、それを組織存続のメカニズムと捉え
て各機能の活性環境と相互の関係性を論証した。そこで積み残したテーマとして、
省庁再編後の総務省における地方の「代弁・擁護」機能がいかに作用するのか
という論点がある。本稿の考察は、このテーマの端緒と位置づけられる。
2　詳細は、大田（2006：206-225）を参照。なお、「三位一体」改革を通じて進
行した国庫補助負担金改革と「交付金化」の経緯は、拙著（2008）を参照。
3　「私が確か合併推進課長をしていた時に、竹中平蔵さんが総務大臣になられて、
（中略）義務付け・枠付けを廃止することによって新型交付税を導入するとか、
義務付け・枠づけを緩めることによって財政保障水準を落としていくというロー
カルオプティマムの議論につながるお考えをお持ちだった気がします。」山崎重
孝内閣官房審議官の発言（山崎2014⑥：12-13）。
4　望月達史元地域主権戦略室次長の発言（山崎2014⑦：20）。
5　「政・官の在り方」申し合わせ内容。2009年9月17日付日経新聞。
6　なお、再び政権交代を経た第2次安倍政権では、国から地方への事務権限移譲
問題と位置づけられ、希望する自治体がハローワークの無料職業紹介と自治体
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の相談業務等を自治体主導で一体的に実施する取り組みを推進する程度の扱い
にとどまっている。
7　2019年1月末現在。
8　「総務省幹部職員名簿」（H31.2.7現在）及び「内閣府幹部名簿」（H31.2.1付）。
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